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社会福祉の「監視化」を問う --精神保健医療福祉の視点から-- 

名古屋市立大学大学院 人間文化研究科 樋澤 吉彦 

 

① 精神保健医療福祉領域におけるソーシャルワークの現状 

 近年の精神保健医療福祉領域のソーシャルワーク（PSW）の動向を概観する場合、2004年

9月に厚生労働省精神保健福祉対策本部が公表した「精神保健医療福祉の改革ビジョン」（ビ

ジョン）を基点とすることができる。ビジョンでは 10年間（～2014年）で「受入条件が整

えば退院可能」な「約 7万人」の退院が謳われていた。しかし実際は 1.8万床の減少にとど

まった。2013 年には、地域精神保健医療福祉体制の強化、及び保護者制度廃止を主軸とし

た改正精神保健福祉法が成立した。改正法において PSWは医療保護入院退院者の「退院後生

活環境相談員」の職務要件を獲得する。この後、附則にもとづき、医療保護入院者の代弁者

制度や病棟機能分化等を主軸とした更なる改正法案が固まりつつあった矢先の 2016年 7月

26日、障害者施設入所者等殺傷事件が発生する。それを契機に法改正の議論が「措置入院」

改革へと転換し、2017年、改正法案が国会に上程されるが下述の顛末の通り廃案となった。

協会は「再発防止」を目的とした改正法案当初案に対しては一貫して反対したが、提案趣旨

が「社会復帰」へと修正された後は、法案に肯定的評価を示し、措置入院退院者の社会復帰

を主軸とする「退院後生活環境相談員」の職務要件等の要望を積極的に行っている。 

 

② 「監視化」の動き 

 改正法案当初案の趣旨は「再発防止」であったが、その審議過程において突如、耳心地の

良い「社会復帰」へと修正された。しかしそのこと自体が立法事実の疑義へとつながり廃案

に至った。改正法案では措置入院退院者に対する「退院後支援計画」作成の義務化、及び代

表者会議メンバーに「警察」も含まれる「精神障害者支援地域協議会」設置等が盛り込まれ

ていた。退院後支援には「社会復帰」だけではなく「社会の安全」にも接続するという両義

性が必然的に含まれる。改正法案の実質は、「社会の安全」を第一義的に志向した措置入院

退院者の地域における監視強化であるとの批判がある。 

 

③ 社会福祉が守るべきものはなにか 

 報告者は、ソーシャルワークには是認せざるを得ない条件付きの「暴力性」が必然的に内

包されているという認識を持っており、それ無しの実践は不可能と考えている。またソーシ

ャルワーカーに必要なことはそれの排除ではなく、「暴力性」を有していることの開き直り

のない自覚と省察であるとも考えている。それでは協会が積極的に要望している改正法案

における職能は是認可能なものであるのか。本報告では、協会による改正法案への関与の過

程を検討することを通して、協会の志向の妥当性、正当性について問題提起を行い、ソーシ

ャルワークの本来的な役割を考えてみたい。 
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１ 精神保健医療福祉領域におけるソーシャルワークの現状 

 

 「精神保健福祉の改革ビジョン」（2004年）から2013年精神保健福祉法改正まで 

 「精神保健福祉の改革ビジョン」（「ビジョン」、2004年9月2日） 

 今後「10年間」（～2014年）で以下２つの方策を推進することが示される。 

(1) 「入院医療中心から地域生活中心へ」という方策推進のための国民各層の意識の変革、精神保健

医療福祉体系の再編と基盤強化。 

(2) 「受入条件が整えば退院可能な者（約７万人）」について精神病床の機能分化・地域生活支援体制

の強化等による「解消」。→結果的には「平成14年の35.6万床（33.2万人）から、平成26年に33.8万床（29.6万人）

へと、1.8万床（3.6万人）減少」にとどまる（「これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会報告書」2017年）。 

 

 「今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会」（2008年 4月 11日～2009年 9月 17日まで計 24回

開催）から2010年法改正へ 

 「ビジョン」の最初の 5年間の「評価」、及び後の 5年間の「具体的な施策群」の策定を目的として開

催。地域生活支援の強化等が盛り込まれた「精神保健医療福祉の更なる改革に向けて」（2009年9月24

日）を公表。 

 本報告ふまえて精神保健福祉法改正（2010年12月3日、「障がい者制度改革推進本部等における検討を

踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律

の整備に関する法律」の一部） 

 2012年度には、地域相談支援（地域移行支援、地域定着支援）が個別給付化。 

 

 「新たな地域精神保健医療体制の構築に向けた検討チーム」（2010年5月31日～2012年6月28日まで作業

チーム会議を挟み、３ラウンド計28回開催）から2013年法改正へ 

 社会的入院の解消、保護者制度の見直し等の検討が謳われた「障害者制度改革の推進のための基本的な

方向について」が閣議決定されたことに伴い開始。 

 特に、第３ラウンドにおける「保護者制度」と「医療保護入院」の議論等をふまえて、精神保健福祉法

改正（2013年6月19日）。 

 「医療保護入院の見直し」の具体的施策の一つとして、「退院後生活環境相談員（主に精神保健福祉士

（以下，PSWと略す））の選任」が義務付けられる。 

 

 「事件」直前までの、法改正を見据えた「あり方検討会」の論点 

 「これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会」（2016年 1月 7日～2017年 2月 8日） --「事

件」前-- 

 2013年改正法の附則第8条および第41条第1項に基づいて開始。 

 主要論点は、「医療保護入院のあり方」、及び「精神病床の機能分化」を含む「地域精神保健医療体制の

構築」の２点。あり方検討会開始の時点では、措置入院は主要論点とはなっていない。 

 「医療保護入院等のあり方分科会」（2016年 7月 21日最終）、「新たな地域精神保健医療体制のあり方

分科会」（2016年7月15日最終）の分科会ごとに「今後議論すべき論点について（案）」が提出される。

この直後に「事件」発生（2016年7月26日）。 

 

【「１精神保健医療福祉領域におけるソーシャルワークの現状」のポイント】 

 「ビジョン」から2013年精神保健福祉法改正に至るまでの論点は、「地域生活支援」と「医療保護入院」。 

 2013 年改正法を契機としたあり方検討会は、少なくとも「事件」直前までは保護者制度廃止に伴う医療

保護入院の同意と意思決定支援のあり方、及び精神病床の機能分化と「病床転換」、加えて「重度かつ慢

性」患者の「除外」という「条件付き」の地域移行が主要論点。措置入院は議論の俎上には載せられてい

ない。 

 日本精神保健福祉士協会（PSW協会）は退院後生活環境相談員の職務要件について継続的に要望。 
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２ 「監視化」の動き 

 

 「事件」を契機とした「あり方検討会」論点の転換から2017年精神保健福祉法改正法案提案まで 

 「Ｓ市の障害者支援施設における事件の検証及び再発防止策検討チーム」（2016年8月10日～11月14日ま

で8回開催）、及び「事件」後の「あり方検討会」 

 「事件」の「検証」のために厚労省内が設置される。9月 14日に「中間とりまとめ～事件の検証を中

心として～」（「中間とりまとめ」）、12月8日に「報告書～再発防止策の提言～」（「国報告書」）を公表。 

 「国報告書」は「共生社会の推進」の箇所で「事件」の「特異性」を述べつつ、他方「退院後の医療等

の継続的な支援を通じた，地域における孤立の防止」の箇所では「事件」を精神障害者一般の問題とし

て「措置（入院）解除後のフォローアップ体制の不備」に焦点化し、「精神医療の枠組み」で「再発防

止」策を提言。 

 報告書の土台となった「中間とりまとめ」が、「事件」の2か月後の2016年9月30日に再開された「あ

り方検討会」の資料として配布。要は、「事件」検証報告が、精神保健福祉法改正法案検討のための会

議の資料として配布。これにより、あり方検討会の議論の方向性が措置入院退者のフォローアップへと

一変する。 

 

 「あり方検討会」報告書を土台とした精神保健福祉法改正案「当初」案の国会上程（第193回常会、2017年

2月3日） 

 「改正の趣旨」冒頭に「S市の障害者支援施設の事件では、犯罪予告通り実施され、多くの被害者を出

す惨事となった。二度と同様の事件が発生しないよう、以下のポイントに留意して法整備を行う」との

文言を付したうえで、措置入院退院者に対する「支援」に焦点化されていた。 

 改正案の要点は、「退院後支援計画の作成」、「精神障害者支援地域協議会の設置」。また措置入院患者に

も「退院後生活環境相談員」選任義務化。 

 「事件」前までの主要論点であった医療保護入院については市町村長同意による入院が可能となる等

のみであり、最後尾に記載。 

 実質的な審議が4月11日の参院厚生労働委員会にて開始。「改正の趣旨」の再発防止文言、及び精神障

害者支援地域協議会の代表者会議に「警察等の関係機関」が含まれていることへの批判と懸念が噴出。 

 

 改正法案「当初」案の突然の趣旨転換から廃案へ 

 上述4月11日の委員会後、4月13日の参議院厚生労働委員会において、厚労省から事前の説明なく突

如、厚労相の「お詫び」とともに「改正の趣旨」から「再発防止」の文言が削除・修正される（措置入

院患者の退院後の継続的な医療等の支援による社会復帰）。 

 しかし修正は趣旨のみで法案内容自体は変わらず。厚労委員会では、そもそも措置入院退院者「支援」

の強化を本改正案に盛り込む根拠（立法事実）の存否をめぐって混乱。結果、廃案（継続審議）となる

（第198回国会（常会）（2019年1月28日開会）時点で上程されていない）。 

 

【「２「監視化」の動き」のポイント】 

 2013 年改正法附則に基づいて、主に保護者制度廃止後の非自発的入院（本検討会では「医療保護入院」）

のあり方を主要課題としてはじまった「あり方検討会」が、「事件」後、「措置入院制度改正」--措置入院

退院患者の「監視」強化--へと一気に方向転換した。 

 「事件」検証報告である「国報告書」に沿うかたちで改正法案の内容検討のための「あり方検討会報告書」

が作成され、更に「再発防止」を前面にうち出した改正法案「当初」案が国会に上程されるものの、強い

批判をあびる。厚労省は突如、改正事項はそのままに、その「外装」のみ衣替えしたうえで、提案し直し

たが、そうであるのであればそもそも立法事実が無いという批判が噴出。廃案となる。 

 しかしPSW協会は下述の通り、趣旨転換した法案に対しては「単なる批判」を批判し、積極的に「乗る」

方針を打ち出す。 
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３ 社会福祉が守るべきものはなにか 

 

 PSW協会は、「事件」後の改正法案にどのように対峙したのか？ 

 PSW協会による改正法案に対する見解・要望一覧 

 <見解> 

見解①「障害者入所施設における殺傷事件に関する見解」（2016（平成28）年7月28日） 

見解②「措置入院制度の見直しの動きに関する見解」（2016（平成28）年8月8日） 

見解③「相模原市の障害者支援施設における事件の検証及び再発防止策検討に関する意見」（2016（平成28）年10月31日） 

見解④「『相模原市の障害者支援施設における事件の検証及び再発防止策検討チーム』報告書に対する見解」（2016（平成28）年12月14日） 

見解⑤「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律案」に関する見解（2017（平成29）年3月6日） 

-改正法案、趣旨転換後-- 

見解⑥「『精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律案』の審議経過に関する見解」（2017（平成29）年4月17日） 

見解⑦「精神保健福祉法改正に係る本協会の対応について」（2018（平成30）年2月15日） 

 <要望> 

要望①「措置入院制度の見直しに関する要望書」（2016（平成28）年11月9日） 

要望②「措置入院制度等の見直しに関する要望書」（2016（平成28）年12月22日） 

要望③「精神保健福祉法の改正に関する意見書」（2017（平成29）年2月14日） 

--改正法案、趣旨転換後-- 

要望④「措置入院者に係る退院後生活環境相談員の選任に関する要望書」（2017（平成29）年6月27日） 

 

 改正法案「当初」案が提案されていた見解⑤及び要望③までの協会のスタンスは2点に集約できる。 

(1) 2017年改正法案は「事件」検証の場でなく、「あり方検討会」において議論すべき。 

(2) 「社会防衛」、（「事件」のような事象の）「再発防止」のための措置入院制度改革には反対。 

 

 趣旨のみ修正・転換した2017年改正法案に対するPSW協会の「肯定的評価」の姿勢（見解⑥） 

 2017年改正法案当初案の提案趣旨が同年4月13日参議院厚生労働委員会の場において法案の中身の実

質的な修正はなされないまま削除された直後の見解。2017 年改正法案の顛末に比して、法案の趣旨転

換に肯定的評価を示す。 

 

「(前略)政府が審議過程において、改正法案概要の『改正の趣旨』から相模原事件の再発防止を法

改正の目的であると誤解させるような表現を削除したことにつき、遅すぎた感は否めないものの本

協会としては肯定的に受け止めています。報道過程を通じて形成される歪んだ社会的認知のまま

に、法改正に至った過去の過ちを繰り返さぬよう、国会審議中にあって食い止めた姿勢は評価した

いと思います…」。 

 

 PSW協会による「単なる批判」の批判、および「代替案」の重要性の主張（見解⑦）の妥当性、正当性 

 2017 年改正法案第 193 回国会で廃案となった以降、実質的に上程・審議される可能性のあった第 196

回国会（2018年1月 22日～7月 22日）会期中に公表された見解（厚労省は同年 3月13日までに法案

上程を断念）。「単なる批判」、及び「代替案無き批判・反論」を批判。 

 

「(前略)本協会のスタンスは、いかなる場合においても単なる批判や根拠なき反論を展開すること

に終始せず、あらゆる情報の収集と現状の分析に努め、精神障害者の利益と福祉を最優先に考えた

『代替案』を述べることを何よりも大切にしてきています。本協会は今後もこのスタンスを変える

つもりはありません…」。 

 

 しかしそもそも2017年改正法案は2013年改正法の附則に基づくものであるということを「名目」にし

ながら、実際は「事件」を契機としてその改正事項自体は措置入院制度改正に焦点化されたという経緯

がある。だからこそ法案当初案の提案趣旨には「再発防止」という文言が堂々と掲げられていた。 
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 すなわち、主要改正事項が措置入院制度改正になった最大の理由は2013年改正法の附則ではなく、「事

件」である。その趣旨から「再発防止」という文言が削除されるのであれば、主たる改正事項は「事件」

前までのあり方検討会において議論されていた保護者制度廃止後の医療保護入院改正でなければなら

ないはず。ここに立法事実の存否という根本的な疑義が発生し、法案は廃案となった。 

 ソーシャルワーカー職能団体として、本来この時点で行わなければならないことは、中身はそのままで

外装のみ「社会復帰」という趣旨へと転換された 2017年改正法案の本質的な趣旨の剔出とその批判的

検証。この批判的検証を「単なる批判」として切り捨て、「代替案」という名の排他的職能の要望に自

らの活動を焦点化させてしまうのであれば、2017 年改正法案当初案における本質的な趣旨--すなわち

「再発防止」--を結果的に補強することになる。 

 

 社会福祉が守るべきものはなにか --ソーシャルワークの「暴力性」の自覚-- 

 支援／治療に内包する二つの暴力性 

 報告者はソーシャルワークを含む支援／治療実践には次の３つの理由で必然的に暴力性（暴力性ａ）が

内包されていると考えており、同時にここでいう暴力性なくして支援実践は成立し得ないとも考えて

いる。 

(1) 支援実践専門家には状況に応じて力を行使する実体的権能が備わっている。 

(2) 支援実践専門家は被支援者の同意如何にかかわらず状況に応じてその力を合法的に行使する役

割を持っている。 

(3) それ故に専門家－被支援者関係は変更不可能な絶対的な非対称性のもとにある。 

 他方で、「対等な関係」、「素人性を基本にした関わり」等々、先の3点の根拠を覆い隠すような「修飾

語」をふんだんに用いて、まるで暴力性ａなど存在しないかのようにふるまう営み（暴力性ｂ）も併せ

持ってしまっている。 

 

 ソーシャルワーカーは「暴力性ａ」の開き直りのない自覚と「暴力性ｂ」の顕在化のための省察が必要 

 2017年改正法案のみならず、いわゆる精神保健医療福祉、というものは「精神病者／障害者」と「社会

（の安全）」の双方にその意図はなくとも「効能」を発揮する／してしまうという二面性を有している。 

 上述の通り、強い批判を浴びた趣旨転換後の改正法案に積極的な関与を表明したPSW協会には、精神保

健医療福祉分野における支援／治療における上述のきわどい二面性を省察する慎重さの欠如--暴力性

ｂ--があることが否めない。 

 ソーシャルワーカーを含む支援／治療の専門家に必要なことは、「暴力性ａ」を保持していることの開

き直りのない自覚と、「暴力性ｂ」の顕在化のための徹底的な省察。 

 

【「３社会福祉が守るべきものはなにか」、及び全体のポイント】 

 趣旨転換後、立法事実の存否を厳しく問われた 2017年改正法案に対してPSW協会は肯定的評価を示した

うえで、「単なる批判」、及び「代替案無き批判・反論」を批判。 

 趣旨転換後の2017年改正法案もその本質的目的は措置入院退院者の監視強化による「再発防止」。PSW協

会のいう「代替案」提示は（それが「代替案」足り得ているか否かはともかく）、それを補強する役目を

果たしてしまう可能性がある。 

 ソーシャルワークを含む支援／治療の専門家には必然的に暴力性ａが内包されており、それなくして実

践は成立し得ない。他方でまるで暴力性ａなど存在しないかのようにふるまう営みとしての暴力性ｂも

併せ持つ。 

 協会による改正法案への関与の様相には、改正法案のもつ二面性を省察する慎重さの欠如（暴力性ｂ）が

否めない。 

 ソーシャルワーカーを含む支援／治療の専門家は、「暴力性ａ」を保持していることの開き直りのない自

覚と、「暴力性ｂ」の顕在化のための徹底的な省察が必要。 
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